
 

 

 

 

 

 

 

危 機 管 理 総 局



１．部総括表 部名：危機管理総局
（単位：千円）

(219,199) (211,508) (7,691)

2,756,482 2,209,924 501,199 45,359

254,262 249,823 4,439

(219,199) (211,508) (7,691)

3,010,744 2,459,747 501,199 49,798

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

番号

3-1

3-2

部計

不用額 備考課名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

危機管理課

くらし安全安心
課
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２．課総括表 課名：危機管理課
（単位：千円）

289,404 286,907 2,497

157,667 150,211 7,456

1,547 9 1,538

(219,199) (211,508) (7,691)

576,799 513,473 53,826 9,500

298,685 297,277 1,408

96,575 84,326 12,206 43

113,000 110,298 2,702

5,600 5,600

404 288 116

11,520 6,497 5,023

14,391 12,464 1,927

1,401 1,216 185

1,189,489 741,358 435,167 12,964

(219,199) (211,508) (7,691)

2,756,482 2,209,924 501,199 45,359

行上段の(　　)内は、前年度からの繰越額の再掲。

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：危機管理課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

(26)32 [9](2)11 [9](28)43 

         3 [4]    7 [4]    10 

    (26)35  [13](2)18 [13](28)53 

危険物施設の設置許可や指導等の
ほか、危険物取扱者や消防設備士
の免状交付や講習会に要する経費

不用額 事業執行状況事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額

主要施策の成果の概要
（3-1-2）に記載

主要施策の成果の概要
（3-1-2）に記載

主要施策の成果の概要
（3-1-2）に記載

防災ヘリコプター「オリーブⅡ」
の運航管理に要する経費

危機管理課の運営に要する経費
給料144,114、職員手当等86,835、
共済費49,106、その他6,852

番号

3-1-1

3-1-11

3-1-5
防災ヘリコプ
ター運航管理費

3-1-6
石油貯蔵施設立
地対策事業費

3-1-2
防災対策基本条
例推進事業

3-1-3 危機管理総務費

3-1-4
防災行政無線整
備運営費

防災総務費

消防予防指導費

　当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属で勤務するものを〔　〕内書きにより、当該所属以外
で勤務する者を（　）外書きにより記載。

番の州地区石油コンビナートの防
災対策の充実を図るため、坂出市
及び隣接市町に対する補助
消防職員、消防団員の教育訓練を
行う消防学校に要する経費

救急救命士を養成する救急振興財
団への負担金

救急業務における救命率の向上を
図る香川県メディカルコントロー
ル協議会の運営に要する経費
市町消防業務の指導等に要する経
費

3-1-7 消防学校費

3-1-8
救急振興財団負
担金

3-1-10
消防指導監督事
務費

救急業務高度化
推進事業

3-1-9

合計

備　　　考本課・出先名称

危機管理課

課計

3-1-12

消防学校

火薬類、高圧・液化石油ガスの製造
販売等に係る安全確保や電気工事業
者の登録・指導等に要する経費

産業保安対策推
進費

3-1-13
LPガス料金高騰
対策事業

主要施策の成果の概要
（3-1-2）に記載
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課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、循環型社会推進課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

防災対策基本条例推進事業等（３－１－２） 

１．趣旨・概要 

自助・共助・公助の連携を基本理念とする防災対策基本

条例に基づき、災害に強い県づくりに取り組んでいるとこ

ろであり、近年全国各地で発生している大規模災害の状況

や県の地震・津波被害想定等を踏まえ、県民への防災・減

災意識の啓発、自主防災組織等の機能強化、備蓄物資の整

備など、「南海トラフ地震・津波対策行動計画」等に沿って、

防災・減災対策を着実に推進した。 
 

２．具体的内容 

（１）県民防災・減災意識啓発事業（6,931千円） 

   県民防災週間を中心に、シンポジウムや県内の大型商

業施設等と連携した参加実践型の防災イベント、防災出

前講座などを開催し、喫緊の課題である南海トラフ地震

の被害想定や具体的対策を広く県民に周知するなど、県

民の防災・減災意識の向上と事前対策の促進をより一層

図るための啓発活動を行った。 
 

（２）自助・共助対策推進事業（48,712千円） 

   激甚化・頻発化する風水害や発生確率が高まる南海ト

ラフ地震等に備え、家具類転倒防止対策の実施や地区防

災計画・個別避難計画の策定など、市町が実施する防災・

減災対策のうち、県民の「自助」・「共助」の強化に繋が

る取組みや、デジタル化・脱炭素化といった防災面での

新たな課題への取組みに対して支援を行った。 

 

（３）地域防災力強化促進事業（9,563千円） 

活動が活発でない自主防災組織等の活動活性化を図る

など、県民の「自助」「共助」の強化に繋がる取組みを行

った。 
また、自主防災組織等が、地域の災害リスクを踏まえ、

平時・災害時の自発的な防災活動について計画する「地

区防災計画」の策定を支援した。 
 
（４）地域強靱化研究事業（10,054千円） 

南海トラフ地震等の大規模災害に備え、県民の防災意

識の更なる向上、適切な避難行動につなげるための施策

等について、香川大学と共同で調査・研究を実施した。 

 

（５）防災行政無線機能強化事業（181,918千円） 

   防災行政無線の県内通信用として利用している衛星回

線の運用終了に伴い、災害対応の迅速化や耐災害性の向

上のため、現在、国や他県との間で使用している地域衛

星通信ネットワークの次世代システムへ統合することに

より、最新の通信環境に整備した。 

３．指標  

「防災士」登録者数（人） 

 

防災アプリのダウンロード件数及び 
防災情報メールの登録件数（件） 

 

「地区防災計画」策定数（地区） 

 

令和５年７月 24 日に香川県社会福祉

総合センターでシンポジウムを開催し

た。（参加者：181人） 

 

 

 

県内全 17 市町の取組みに対し補助金

を交付した。 

 

 

 

 

 

 

自主防災活動アドバイザーを派遣し

指導・助言を行った。（派遣件数：23件） 

 

 県内の自主防災組織等のうち、14団体

の策定に係る取組みに対し補助金を交

付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 市町・消防等においても映像受信が可

能となり、共有可能な情報の量と質が向

上し、天候等の影響による通信影響が低

減され、災害対応の迅速化と耐災害性の

向上が図れた。 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 5 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

2,919 3,760 4,250 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 5 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

44,461 71,891 100,000 

基 準 値 
（ R 2 ） 

実 績 値 
（ R 5 ） 

目 標 値 
（ R 7 ） 

   33 75        63 
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課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、循環型社会推進課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

 

（６）備蓄物資整備事業（16,951千円） 

県の地震・津波被害想定（南海トラフ地震・最大クラ

ス）を踏まえ、避難者数に対応した食糧や飲料水等の更

新を行った。 

 

（７）災害応急対策強化推進事業（3,785千円） 

   関係機関や市町等と連携し、総合防災訓練や支援物資

の迅速かつ的確な供給体制を確立するための物流訓練、

県民が指定日時に一斉に防災に関する行動・訓練を行う

「香川県シェイクアウト」、災害廃棄物処理広域訓練等、

各種訓練を実施し、災害対応の体制強化を図ったほか、

防災アプリ「香川県防災ナビ」を広く県民に認知・活用

してもらい、適切な避難行動につなげてもらうため、広

報を行った。 
 

（８）国民保護訓練実施事業（９千円） 

   県国民保護計画及び市町国民保護計画の実効性を確保

するため、国や高松市と連携し、弾道ミサイルを想定し

た住民避難訓練を実施した。 

 

（９）ＬＰガス料金高騰対策事業（741,358千円） 

 ＬＰガスの料金高騰により影響を受けている県民、県

内事業者の負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業者を

通じて、値引きによる支援を行った。 

 

（10）災害時医療体制整備等事業（65,062千円） 

  ①地域災害拠点病院施設設備整備事業（36,944千円） 

    災害時の医療を確保することを目的に、地域災害拠

点病院の施設設備整備に要する経費の一部を補助し

た。 
②災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）体制整備

事業（164千円） 

被災都道府県の県庁や保健所における指揮調整機能

等を支援する災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥ

ＡＴ）を編成するため、チームを構成する医師、保健

師、薬剤師等への研修や訓練等の実施により支援を行

える人材を養成するなど、必要な体制整備を行った。 
③災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制整備事業 

（5,364千円） 

災害時に避難所において高齢者、障害者、子どもな

どの要配慮者の福祉ニーズを把握し、福祉避難所への

誘導や一般避難所の環境整備など必要な支援を行うた

め、香川県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）に対し、

研修や訓練を実施するなど災害時に備えた体制整備を

進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年11月２日10時から香川県シ

ェイクアウトを実施した。（参加登録

者：253，273人） 

令和５年６月 13 日に一次（広域）物

資拠点における実動訓練（参加者：40

人）、７月25日に小型船を利用し、二次

（地域）物資拠点（直島町）を経由して

避難所まで物資を配送する訓練を実施

した。（参加者：21人） 

 

令和６年１月 22 日に高松市で住民避

難訓練を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修会１回（参加者数：30名） 

 

 

 

 

 

 

ＤＷＡＴチーム員に対し、新規登録者

向け研修やスキルアップ研修、活動訓練

等を実施した。（登録者数89名） 
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課名：危機管理課、男女参画･県民活動課、循環型社会推進課、健康福祉総務課、 

長寿社会対策課、障害福祉課、医務国保課、薬務課 

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

また、令和６年能登半島地震に係る災害派遣福祉チ

ームの派遣について要請を受け、被災地にＤＷＡＴを

派遣し、被災地で活動に従事した。 
④災害時医療体制整備事業（16,927千円） 

災害医療を熟知する人材の養成を図るため、香川Ｊ

ＭＡＴ研修等を行ったほか、大規模災害時において高

松空港に設置予定のＳＣＵ（航空搬送拠点臨時医療施

設）に必要な資機材の更新・保守点検等を行った。 
また、令和６年能登半島地震において石川県へＤＭ

ＡＴを派遣した県内ＤＭＡＴ指定医療機関のＤＭＡＴ

派遣に要した経費の補助を行った。 
⑤災害時医療確保事業（443千円） 

国主催の防災訓練にＤＭＡＴを派遣し、関係者間の

連携強化を図るなど、ＤＭＡＴ活動体制の整備を行っ

た。 
⑥災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業 

（303千円） 

災害時等であることを踏まえた精神科医療の提供と

精神保健活動の支援が円滑に行われるよう専門的な研

修を実施した。 
  ⑦災害派遣精神医療チーム派遣事業（令和６年能登半島

地震対応）（2,955 千円） 
令和６年能登半島地震に係る災害派遣精神医療チー

ムの派遣について要請を受け、被災地にＤＰＡＴ先遣

隊を派遣し、被災地で活動に従事した。 
  ⑧震災時用医薬品確保事業（1,962千円） 

    災害急性期用に応急救護所等で必要とされる医薬品

及び医療資器材を県内28カ所の医療機関等に備蓄して

おり、その有効期限の満了に伴う交換等を行った。 
また、香川県医薬品卸業協会の災害時用流通備蓄医

薬品等の在庫確認を行った。 
 

（11）地域介護・福祉空間整備等事業（31,419千円） 

   老人福祉施設等の防災・減災対策を推進し、利用者の

安全・安心を確保するため、国の地域介護・福祉空間整

備等施設整備交付金を活用し、事業者が行う設備整備に

対し、助成を行った。 
 

（12）災害ボランティア等との連携強化事業（292千円） 

（再掲） 

南海トラフ地震や豪雨災害の発生が懸念される中、本

県において県内外から参加する災害ボランティアが効率

的かつ効果的に活動するため、行政、社会福祉協議会等

関係機関と災害時の情報共有のための訓練を実施した。 

 

活動期間：令和６年３月１日～３月 16 日 

派 遣 先：石川県金沢市 

派遣体制：４班体制、計15名 

 

 

 

 

 

活動期間：令和６年１月 11日～２月 14日 

派 遣 先：石川県七尾市 他 

派遣体制：13チーム、計53名 

 

 

 

 

 

 

 研修会１回（参加者数28名） 

 

 

 

活動期間：令和６年 1月 13日～１月 19日  

     令和６年 1 月 21 日～１月 27 日 

派 遣 先：石川県輪島市、珠洲市 他 

派遣体制：２チーム、計10名 

 

年２回医薬品等交換 

 

 

 年２回医薬品等在庫確認 

 

 

 

地域介護・福祉空間整備等事業実施施

設数 

令和３年度    ４施設 

令和４年度   ３施設 

令和５年度   ３施設 

 

 

参加者：香川県、各市町、香川県社会

福祉協議会、各市町社会福祉協議会 

 

 

 

- 77 -



２．課総括表 課名：くらし安全安心課
（単位：千円）

8,640 7,357 1,283

156,949 156,776 173

2,946 1,738 1,208

58,559 58,007 552

632 600 32

19,639 19,009 630

619 437 182

6,278 5,899 379

254,262 249,823 4,439

３．職員数の状況（R6.3.31現在） 課名：くらし安全安心課
（単位：人）

定数内
職員数

定数外
職員数

合　計
職員数

18 (5)15 (5)33 

18 (5)15 (5)33 

当該所属への兼務等発令者を含み、年間を通して当該所属以外で勤務する者を（　）外書きにより記載。

事業執行状況

3-2-1
安全で安心なま
ちづくり推進事
業

主要施策の成果の概要
（3-2-1）に記載

3-2-2
くらし安全安心
課運営費

くらし安全安心課等の運営に要す
る経費　給料83,570、職員手当等
45,356、共済費25,922

番号 事業名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

3-2-3
消費者行政推進
事業等

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-4
消費生活セン
ター運営費等

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-5
消費者行政活性
化事業

主要施策の成果の概要
（3-2-3）に記載

3-2-6
交通死亡事故抑
止総合対策事業

主要施策の成果の概要
（3-2-6）に記載

3-2-7
安全で快適な交
通社会推進事業

安全で快適な交通社会の推進に要
する経費

3-2-8
交通事故相談所
事業費

交通事故相談室の運営に要する経
費

課計

合計

本課・出先名称 備　　　考

くらし安全安心課
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課名：くらし安全安心課   
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

安全で安心なまちづくり推進事業（３－２－１） 

１．趣旨・概要 

犯罪のない安全で安心な地域社会を実現するため、自主

防犯意識の高揚や地域住民等との協働活動の活性化等、地

域社会が一丸となった安全で安心なまちづくりを推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）安全な地域社会づくり支援事業（3,681千円） 

①防犯ボランティア活動促進・支援事業 

防犯ボランティア団体等の活動促進を図るため、ア

ドバイザー派遣制度の運用や活動紹介の広報啓発等を

行った。 

②犯罪のないまちづくり推進事業 

県民の防犯意識の高揚と自主防犯活動の円滑な発展

を促すため、安全・安心まちづくり推進協議会の開催

や、市町が行う安全・安心まちづくり事業への助成を

行った。 

③青色防犯パトロール事業 

       県公用車に青色回転灯を装備して防犯パトロールを

実施し、地域防犯力の強化に努めた。 

 

（２）犯罪のないまちづくり広報啓発事業（203千円） 

  県民への注意喚起のため、特殊詐欺被害防止等のポス

ターやチラシ、デジタルサイネージ等を活用して広報啓

発を実施した。 

 

（３）犯罪被害者等支援事業（3,049千円） 

   「香川県犯罪被害者等支援条例」に基づき、関係機関

や民間支援団体等と連携し、法律相談及び心理カウンセ

リングの実施、見舞金給付制度の運用、広報啓発など犯

罪被害者等への支援を総合的かつ計画的に推進した。 

 

（４）小型無人機ドローン安全性確保事業（275千円） 

 小型無人機ドローンの安全利用について、安全講習会

を開催するとともに、県民の理解を深めるため、ドロー

ンに関する法令、禁止事項等をまとめたチラシを作成し、

広報啓発活動を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．指標  

刑法犯認知件数（暦年）   （件） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

4,543 5,761 4,000以下 

 

特殊詐欺被害総額（暦年） （万円） 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

8,321 20,777 7,000以下 

 

 

 

 

 

 

 

青色防犯パトロール実施回数：286回 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律相談：35件、心理カウンセリング：

37件、見舞金給付：２件 

 

 

 

 

安全講習会実施回数：１回 

（参加者数58人） 
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課名：くらし安全安心課 
４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

消費者行政推進事業等（３－２－３） 

１．趣旨・概要 

  複雑多様化する消費者問題に適切に対応できるよう、消

費者啓発や消費者教育、消費生活相談、事業者指導、市町

消費者行政の支援などに取り組み、県民の消費生活の安定

と向上を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）消費者安全確保事業（1,099千円） 
 消費者問題に適切に対応するための情報収集や調査を

行うとともに、不当取引や不当表示等を行う事業者に対

する行政指導等を行った。 
 
（２）消費者教育支援・推進事業（639千円） 

「くらしのセミナー（巡回講座）」や「若者向け消費生

活講座」などを開催するほか、ホームページ等により消

費者への情報提供を行った。 
 
（３）消費者行政活性化事業（600千円） 

①消費者行政活性化事業 

消費生活センターにおいて、多様化、深刻化する消

費生活相談に適切に対応するため、弁護士をアドバイ

ザーとして委嘱するなど、早期解決を図るための体制

づくりを行うとともに、「消費生活コーディネーター養

成講座」の開催など地域の消費者教育を担う人材育成

に努めた。 
②消費者行政活性化事業費補助 

消費者行政の活性化を図るために、国の交付金事業

を行う市町に対し補助を行った。 

 

（４）消費生活センター運営事業（58,007千円） 

  ①消費生活センター運営費 

相談窓口に消費生活相談員を配置し、消費者からの

相談・苦情に対応するとともに、弁護士による法律相

談を実施した。 
 ②消費生活情報ネットワークシステム等運用事業 

全国の消費生活センター等で受け付けた相談情報を

結ぶシステムにより、消費者トラブルの動向を迅速に

把握するとともに、関係機関との情報共有や消費者へ

の啓発、情報提供を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品表示法に基づく調査：20件、指導：

27件、不当景品類及び不当表示防止法に

基づく調査：７件、指導１件 

 

 

くらしのセミナー（巡回講座）開催回数：

199回（参加者数4,776人） 

若者向け消費生活講座開催回数：５回 

（参加者数280人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

弁護士による法律相談開催回数：８回 

（相談件数35件） 

 

 

消費者からの相談件数：5,109 件（消費

生活センター3,417 件、県民センター

1,692件） 
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課名：くらし安全安心課、土地改良課、道路課、河川砂防課  

４．主要施策の成果の概要  

事業の実施状況 効果・評価 

交通死亡事故抑止総合対策事業（３－２－６） 

１．趣旨・概要 

交通死亡事故を抑止するため、関係機関や団体と連携し、

本県の交通事故の特徴等を踏まえた総合的な交通安全対策

を推進した。 

 

２．具体的内容 

（１）高齢者交通事故抑止対策事業（7,791千円） 

  ①高齢者安全運転サポート事業 

高齢運転者の交通事故を抑止するため、高齢者を対

象に、自宅周辺の日常運転している道路において、自

動車教習所の指導員による運転講習等を実施した。 

また、安全運転に役立つようなきめ細かなアドバイ

スが行われる運転適性診断・カウンセリングの受講を

支援した。 

②高齢者運転免許卒業者支援事業 

運転免許を自主返納したり、運転免許を更新せず運

転から卒業した高齢者に対する優遇制度を推進した。 

  ③高齢者交通安全教育事業 
老人クラブにおいて交通安全教室を開催した。 

  ④高齢者交通指導員支援事業 
    高齢者交通指導員に交通安全情報やネームホルダ等 

を提供し、交通事故防止活動の支援を行った。 
  ⑤地域交通安全活動推進事業 

ボランティア団体と連携し、高齢者に対し交通安全

用品を配布し、事故防止に向けた啓発・指導を行った。 
 
（２）交通死亡事故抑止対策事業（11,218千円） 

①交通死亡事故抑止広報啓発事業 

各種広報媒体を活用して、シートベルトの全席着用

の徹底や横断歩道利用者の安全確保等について、重点

的に広報啓発を実施した。 
  ②自転車交通安全対策事業 
    SNS 広告やチラシを活用したヘルメット着用等の広

報啓発や高齢者を対象とした講習会を行った。 
③交通安全連携推進事業等 

市町や交通安全関係団体等と連携した交通安全啓発

活動や事故多発地点等の総合診断等を実施した。 
 
（３）用水路等への転落防止対策事業（93,903千円） 
   用水路等への転落事故を防止するため、県管理道や河

川管理用通路、農業水利施設等において、通行者の安全

確保対策を実施した。 
 
 

３．指標  

高齢者人口 10 万人当たりの交通事故

による高齢者死者数（暦年）  (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

14.4 7.3 7.4以下 

 

交通事故死者数（暦年）   (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

59 33 39以下 

 

交通事故重傷者数（暦年）  (人) 

基 準 値 

（ R 2 ） 

実 績 値 

（ R 5 ） 

目 標 値 

（ R 7 ） 

269 267 200以下 

 

①高齢者運転講習開催回数：10回 

（参加者数48人） 

②高齢者運転免許自主返納者数： 

3,929人 

③高齢者交通事故防止教室開催箇所数： 

県内 82箇所 
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